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平成３０年１０月２５日判決言渡  

平成３０年（行コ）第１３号 固定資産税等課税処分無効確認等，審査申出却下処

分取消等請求控訴事件 

(原審・大阪地方裁判所平成２６年（行ウ）第９０号(甲事件)，同年（行ウ）第１０

３号(乙事件)，平成２８年（行ウ）第１１９号（丙事件）) 

主       文 

１ 一審原告らの各控訴及び一審被告の控訴をいずれも棄却する。 

２ 原判決主文第１項は，一審原告Ｂによる請求の減縮により，「一審被告は，一

審原告Ｂに対し，１８４万２５００円及びうち別紙一審原告Ｂ請求・認容一覧

表の認容額欄記載の各金額に対する対応する損害金起算日欄記載の各年月日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。」と変更されている。 

３ 一審原告らの控訴費用は一審原告らの，一審被告の控訴費用は一審被告の各

負担とする。 

４ 原判決主文第 1 項（請求の減縮により変更された後のもの）は，仮に執行す

ることができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 一審原告ら 

(1) 原判決主文第１項及び第２項中金銭請求に係る部分を次のとおり変更す

る。 

(2) 一審被告は，一審原告Ｂに対し，３６６万３２００円及びうち別紙一審原

告Ｂ請求・認容一覧表の過大額欄記載の各金額に対する対応する損害金起算

日欄記載の各年月日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

(3) 一審被告は，一審原告Ｄに対し，２１６万６５００円及びうち原判決別紙

３原告Ｄ請求一覧の過大徴収額欄記載の各金額に対する対応する起算日欄記

載の各年月日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
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(4) (2)及び(3)につき仮執行宣言 

２ 一審被告 

(1) 原判決主文第１項を取り消す。 

(2) 前項の取消しに係る一審原告Ｂの請求を棄却する。 

第２ 事案の概要等（略称は，特記しない限り，原判決の例による。） 

１ 事案の概要 

甲事件は，原判決別紙４物件目録記載１及び２の建物（一審原告Ｂ各建物）

を所有し，その固定資産税及び都市計画税（固定資産税等）を納付してきた一

審原告Ｂが，平成１１年度から平成２６年度までの各賦課決定の前提となる価

格の決定には，一審原告Ｂ各建物の新築時の再建築費評点数の算出の誤りなど

があり，上記の評価の誤りは大阪市長の故意又は過失による違法行為であると

主張して，国家賠償法１条１項に基づき，一審被告に対し，上記各年度に係る

固定資産税等の過納金合計３６６万３２００円及び各年度の過納金に対する年

５分の割合による遅延損害金の支払を求めた（本件国家賠償請求①）事案であ

り，乙事件は，原判決別紙４物件目録記載３の建物（本件家屋②）を所有し，

その固定資産税等を納付してきた一審原告Ｄが，同じく，平成６年度から平成

２６年度までの各賦課決定の前提となる価格の決定には，本件家屋②の新築時

の再建築費評点数の算出の誤りがあり，上記の評価の誤りは大阪市長の故意又

は過失による違法行為であると主張して，国家賠償法１条１項に基づき，一審

被告に対し，上記各年度に係る固定資産税等の過納金合計２１６万６５００円

及び各年度の過納金に対する年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた

（本件国家賠償請求②）事案である。 

一審原告Ｂは，原審においては，丙事件として，一審原告Ｂが，一審原告Ｂ

各建物についての平成２７年度固定資産税の課税標準として大阪市長が決定し

て固定資産課税台帳に登録した価格を不服として，大阪市固定資産評価審査委

員会に対して行った審査の申出に対する同委員会の決定（本件決定）について，
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一審被告を相手に，その取消しを求めていた。 

原判決は，一審原告Ｂの本件国家賠償請求①を１８４万２５００円及び各年

度の過納金に対する遅延損害金の限度で認容し，その余の請求及び丙事件の取

消請求をいずれも棄却し，一審原告Ｄの本件国家賠償請求②を棄却した。その

ため，一審原告Ｂは本件国家賠償請求①が棄却された部分，一審原告Ｄは本件

国家賠償請求②の棄却を不服としてそれぞれ控訴を提起し，一審被告も，本件

国家賠償請求①が認容された部分を不服として控訴を提起した。 

一審原告Ｂは，当審において，本件国家賠償請求①を３６６万３２００円（原

審での請求額は４００万８３００円）及びうち別紙一審原告Ｂ請求・認容一覧

表の過大額欄記載の各金額に対する対応する損害金起算日欄記載の各年月日

（一審原告Ｂは，控訴の趣旨変更（減縮）申立書において，申立書の別紙の表

の「損害金起算日」は原判決別紙２の各年度第４期の損害金起算日を転記した

とするので，表中の平成２２年３月１日は同月２日の，平成２３年３月２日は

同月１日の誤記と認める。）から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金

の請求に減縮した。 

以上のとおり，当審の審判の対象は本件国家賠償請求①及び本件国家賠償請

求②である。 

２ 関係法令等の定め，前提事実並びに争点及び争点に関する当事者の主張は，

次の３及び４において当審における当事者の主張を付加するほかは，原判決「事

実及び理由」の第２の２から５までに記載のとおりである（３(4)，４(2)イ，

５(4)及び専ら丙事件に関する部分を除く。）から，これを引用する。ただし，

原判決１６頁３行目の「評点数を」の次に「１㎡当たり」を加え，２５頁６行

目及び７行目を削る。 

３ 当審における一審原告らの主張 

(1) 争点①のうち，本件家屋①（一審原告Ｂ各建物のうち原判決別紙４物件目

録記載２の附属建物を除いたもの）のＰＨＣ杭の標準評点数について（一審
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原告Ｂの主張） 

ＰＨＣ杭は，既製コンクリート杭の一種であり，既製コンクリート杭は平

成９年度評価基準の評点基準表に「鉄筋コンクリート杭」として示されてい

る。 

ＰＨＣ杭に「所要の評点項目及び標準評点数がない」とはいえず，鉄筋コ

ンクリート杭の標準評点数２万３３００点をもって評価すべきである。 

(2) 争点①のうち，本件家屋①の部分別「その他の工事」の補正係数について 

（一審原告Ｂの主張） 

一審原告Ｂが行った現地調査及び新築当時の竣工図面の調査の結果を ま

とめた家屋調査書（甲４０）によれば，本件家屋①の新築時の「その他の工

事」が通常の２倍の量まで行われたものではないことは，明らかである。 

 一審被告は，「その他の工事」に過大な補正係数を適用している。 

(3) 争点②の新築中高層耐火建築住宅に係る減税措置の適用について（一審

原告Ｂの主張） 

大阪市税条例１４１条３項は，都市計画税につき，同条例７２条の２(新築

中高層耐火建築住宅の固定資産税の軽減措置)を準用し，同条例７２条の２

の５(特優賃である貸家住宅の固定資産税の軽減措置)を準用していない。こ

のことは，都市計画税については，同条例７２条の２の５の規定が存在しな

いものと同視することができるため，同条例７２条の２の５の適用の有無は

観念することができないことを意味する。したがって，同条例７２条の２の

要件を充足する本件賃貸部分（一審原告Ｂ各建物のうち原判決別紙４物件目

録記載２の建物）には，同条例１４１条３項により，同条例７２条の２の適

用がされ，同条の定める都市計画税の軽減措置が適用される。 

特優賃制度が始まる前から新築中高層耐火建築住宅の都市計画税軽減措置

の規定があったとすれば，その当時は，特優賃の性能を有する新築中高層耐

火建築住宅も，当然に上記軽減措置を受けていたはずである。特優賃制度が
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できたとしても，適用除外を定めた条文がない限り，上記軽減措置は引き続

き適用されるべきである。 

(4) 争点⑦（本件国家賠償請求権②に係る除斥期間の成否）について（一審原

告Ｄの主張） 

ア 固定資産税等の過納付に係る損害については，賦課決定に基づいて固定

資産税等の納付を行ったことにより生じたものといえるから，各年度の賦

課決定時をもって除斥期間の起算日とすべきである。不法行為により発生

する損害の性質上，加害行為が終了してから相当の期間が経過した後に損

害が発生する場合には，除斥期間は，損害の全部又は一部が発生したとき

から進行するとされている。 

固定資産税等の課税処分は，各年度毎に行われる独立した処分であるか

ら，各年度に課税処分がされることにより，それぞれ独立した損害が発生

する。初年度（平成３年度）の損害の発生をもって損害全体の一部が発生

したとみるべきではない。したがって，初年度の課税処分がされることに

より全体についての除斥期間が進行することはない。そのように解さない

と，家屋が建築されてから２０年以上が経過した後に所有権が第三者に移

転した場合，当該第三者は新築時の家屋の評価の違法を争うことができな

くなり，不当である。 

イ 一審被告は，本件家屋②の評価（再建築評点数の算出）に誤りがあった

にもかかわらず，そのような誤りがなかったかのように装って各年度の賦

課決定を行い，一審原告Ｄはそのような誤りがあったなど知らずに固定資

産税等を納付し続けてきた。民法１６１条は，天災その他避けることがで

きない事変のため時効を中断することができないときは，時効が停止する

と定めるところ，同条の趣旨は本件に当てはまる。 

少なくとも一審原告Ｄが除斥期間により権利が消滅したと是認すること

は著しく正義，公平の理念に反する。 
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 ４ 当審における一審被告の主張 

(1) 争点①のうち，本件家屋①に用いられたＰＨＣ杭の補正係数について 

 ア 各部分別の評点項目における「補正係数」には，各補正項目の補正率を

いう補正係数と，各評点項目の最終的な補正係数をいう補正係数とがある。

評価基準では，杭打地業の各補正項目に係る増点補正率を前者の補正係数

の最高限とすることについては言及しているが，評点項目に適用すべき最

終的な補正係数の限度については一切言及しておらず，そのような記述は

評価基準上のどこにも存在しない。評価基準は，杭打地業について評点項

目に適用すべき最終的な補正係数の限度を定める趣旨ではない。 

イ 場所打コンクリート杭は，建物や場所の条件に合わせて作る特注の杭で

あるから，単純に評価基準に示されている方法で計算すると工事金額を適

正に評価に反映することができない場合が生ずる。そこで，本数換算式を

用いて評価をすることが考えられ，平成９年度評価基準解説（乙７）でこ

れが示されている。 

本数換算式は，増点補正率の範囲では処理できないものを評価するので

あるから，最終的な補正係数は，増点補正率の数値を上限としなければな

らないものではない。 

ウ 場所打コンクリート杭と同様の理由で，ＰＨＣ杭についても，本数換算

式を用いるべき場合がある。自治省固定資産税課が昭和４７年４月１４日

に開催した都道府県税務担当者会議でも，このような取扱いは容認されて

いた。このため，一審被告は，ＰＨＣ杭についても，本数換算式を導入し

ている。 

  このような評価基準の補正は，当該補正の必要な状況が往々にしてみら

れるか否かによって行われるものではなく，また，本数換算式を用いる必

要のあるＰＨＣ杭は往々にして使用されていた。 

エ 評価基準における杭打地業の計算単位は「一本」であり，杭の本数の多
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い少ないしか評価に反映できない。しかし，この基準では，同じコンクリ

ート量を用いながら，太いＰＨＣ杭で本数が少ないものと，細いＰＨＣ杭

で本数が多いものとでは，後者の評価額が高くなるという結果が生ずる。

適正にコンクリート量を評価するには，本数換算式を適用する必要がある。 

  また，本数換算式を適用しても，増点補正率部分に当てはめる数値が増

点補正率を超えていなければ，地盤の改良に当たる部分までをも評価した

ことにはならない。 

オ 昭和５７年度評価基準解説において，場所打コンクリート杭については

本数換算式を用いることができる旨の記載がありながら，既製杭には同様

の計算方法が許される旨の記載がないのは，ＰＨＣ杭が昭和５７年度の評

価基準に示されていない評点項目であるからにすぎない。 

  ＰＨＣ杭について本数換算式を用い，その結果，最終的な補正係数が増

点補正率の５．０を超えたとしても，それは評価基準に反するものではな

い。 

カ 一審被告の担当者は，本件家屋①の杭の長さが２０ｍと増点補正率に示

している杭よりも約１．７倍の体積量の差があると見受けられることから，

本数換算式を適用することが適切であると判断したのであって，その取扱

いに過失はない。 

(2) 一審原告Ｂ各建物に係る根切り工事の補正係数の算出誤りの違法性につ

いて 

根切り土量の補正係数２．８８を２度乗ずるという計算上の誤りがあった

としても，この誤りを即，国家賠償法上違法と評価することはできない。 

地方税法４１７条１項は，固定資産課税台帳に登録されている価格を修正

することができるのは重大な錯誤がある場合に限定しているが，これは，固

定資産税に係る債権を早期に安定させようとする趣旨にある。重大な錯誤に

該当しなくても国家賠償法上の違法性は認められるというのは，徒に税務行
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政を混乱させる。重大な錯誤がなければ固定資産課税台帳の登録価格を修正

する必要はなく，修正しないことが地方税法上は違法でないにもかかわらず，

国家賠償法上違法であるとしては，地方税法の立法趣旨を無視し，法律関係

に矛盾を生じさせる。 

根切り土量の補正係数２．８８を２度乗じた誤りは，評価基準に定められ

ている内容を逸脱するような誤りではなく，一審被告は根切り工事の評価自

体は評価基準に則って行った。評価基準違反の中に計算誤りを含めることは

不適切である。しかも，評点数の正誤差は約３．２５％又は約１５．４３％

と軽微である。このような誤りは，地方税法４１７条１項にいう重大な錯誤

に基づくものとはいえない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 当裁判所も，一審原告Ｂの本件国家賠償請求①（甲事件）は１８４万２５０

０円及び原審が認容した遅延損害金の限度で理由があり，一審原告Ｄの本件国

家賠償請求②（乙事件）は理由がないものと判断する。その理由は，次の２及

び３において当審における当事者の主張に対する判断を付加するほかは，原判

決「事実及び理由」の第３の１から４まで及び６から８までに記載のとおりで

あるから，これを引用する。ただし，原判決５６頁１５行目の「異義」を「異

議」に改める。 

２ 当審における一審原告らの主張に対する判断 

(1) 争点①のうち，本件家屋①のＰＨＣ杭の標準評点数について 

一審原告Ｂは，ＰＨＣ杭は既製コンクリート杭の一種であるから平成９年

度評価基準の「鉄筋コンクリート杭」の標準評点数をもって評価すべきであ

ると主張する。 

しかし，証拠（甲１１）によれば，既製コンクリート杭といっても，当初

の，単純な中空のコンクリート円柱体の杭から，予め圧縮力を与えるプレス

トレスを導入した遠心力成形プレストレストコンクリート杭（ＰＣ杭），オー



9 
 

トクレーブ（高温高圧蒸気）養生を行った遠心力高強度プレストレストコン

クリート杭（ＰＨＣ杭），通常の常温蒸気養生を行ったＰＨＣ杭，杭先端部を

拡底したＰＨＣ拡底杭（ＳＴ杭），鋼管の内部にコンクリートを投入した外殻

鋼管付きコンクリート杭（ＳＣ杭），さらには，高強度プレストレスト鉄筋コ

ンクリート杭（コピタ型ＰＲＣ杭）など，様々な杭が時代によって生産され

ていったことが認められる。これらの杭は，原材料，製造方法を異にするか

ら，杭の代金を異にすることが想定され，これを打ち込む方法及び対価も異

にすることが考えられる。 

そうであれば，既製コンクリート杭であれば「鉄筋コンクリート杭」の標

準評定数で評価すべきであるとはいうことができない。確かに，そのような

評価も「差し支えない」とまではいえるとしても，評価すべきであるという

のは別である。 

よって，一審原告Ｂの上記主張は採用することができない。 

(2) 争点①のうち，本件家屋①の部分別「その他の工事」の補正係数について 

一審原告Ｂは，甲４０の家屋調査書によれば，本件家屋①の新築時の「そ

の他の工事」が通常の２倍の量まで行われたものではないことが分かる旨主

張する。 

しかし，原判決も指摘するとおり（４４頁 1 行目から８行目まで），甲４０

の基となる現地調査は，本件家屋①が新築された平成１０年１０月から約１

７年後である平成２８年１月１７日に実施されたものである。したがって，

これによって新築時の「その他の工事」の内容を認定することは困難である。 

また，甲４０を見ても，Ａ４版の用紙 1 枚にまとめられたもので，本件家

屋①の写真は添付されているものの，調査当時の状態ですら室内の収納棚等，

共用部分のフェンス等がどのような素材，仕様等なのかは明瞭とはいえない。

一方で，類似の家屋や標準的な家屋がどのようなものかは具体的に触れられ

ていない。そうであれば，甲４０から，本件家屋①の「その他の工事」が通
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常の工事と比較して多い少ないとは，判断することはできないというほかな

い。 

よって，一審原告Ｂの上記主張は採用することができない。 

(3) 争点②の新築中高層耐火建築住宅に係る減税措置の適用について 

一審原告Ｂは，大阪市税条例１４１条３項が都市計画税につき同条例７２

条の２(新築中高層耐火建築住宅の固定資産税の軽減措置)を準用し，同条例

７２条の２の５(特優賃である貸家住宅の固定資産税の軽減措置)を準用して

いないことから，同条例７２条の２の要件を充足する本件賃貸部分には，同

条例１４１条３項により同条例７２条の２の適用がされるべきである旨主張

する。 

しかし，一審原告Ｂの上記主張は，大阪市税条例１４１条３項によって準

用される同条例７２条の２において，７２条の２の５の適用がある場合を除

く旨を明文で定めていることと矛盾する。すなわち，同条例７２条の２によ

れば，同条の適用を受ける新築中高層耐火建築住宅から特優賃である貸家住

宅は除かれているのである。いったん同条から除かれた特優賃である貸家住

宅が，１４１条３項が７２条の２の５を準用していないからといって，７２

条の２の中に戻ってくるというような解釈をすることはできない。 

また，一審原告Ｂは，特優賃制度が始まる前には特優賃の性能を有する新

築中高層耐火建築住宅も大阪市税条例７２条の２の軽減措置を受けていたは

ずであるから，特優賃制度ができた後も上記軽減措置は引き続き適用される

べきであるとも主張する。 

しかし，条文の内容からすれば，特優賃制度ができたときに，同条例７２

条の２は，特優賃である貸家住宅を同条の適用を受ける新築中高層耐火建築

住宅から明文で外し，同条例１４１条３項は，７２条の２の５を準用しなか

ったのであるから，特優賃である貸家住宅は都市計画税の軽減措置の対象と

しないという選択をしたと解される。それは，原判決も指摘するとおり（４
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８頁４行目から１１行目まで），特優賃である貸家住宅に該当することによ

って相当程度の各種優遇措置を受けられることが根拠となったものと考えら

れる。そうであるにもかかわらず，一審原告Ｂの主張するような明文に反す

る解釈をすることはできない。 

よって，一審原告Ｂの主張はいずれも採用することができない。 

(4) 争点⑦（本件国家賠償請求権②に係る除斥期間の成否）について 

ア 一審原告Ｄは，固定資産税等の過納付に係る損害は賦課決定に基づいて

固定資産税等の納付を行ったことにより生じたといえるから，各年度の賦

課決定時をもって除斥期間の起算日とすべきであると主張する。 

 しかし，一審原告Ｄの主張によれば，各年度の固定資産税等の過納付は，

本件家屋②の新築時における再建築費評点数の算出の誤りに起因すると

いうのである。そうであれば，違法行為は，上記評価の時点，遅くとも初

年度の固定資産税等の納税通知書を交付した時点で終了している。したが

って，除斥期間の起算点もその時点とすべきである。各年度における固定

資産税等の賦課及び徴収は，具体的な損害発生に向けての行為ではあって

も，誤った評価という違法行為の一部とはいえないから，新築時における

評価を違法行為とする場合の除斥期間の起算点とすることはできない。 

また，一審原告Ｄは，不法行為により発生する損害の性質上，加害行為

が終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には，除斥

期間は，損害の全部又は一部が発生したときから進行するとも主張する。 

しかし，損害の性質上，加害行為が終了してから相当の期間が経過した

後に損害が発生する場合とは，典型的には，蓄積進行性，遅発性の健康被

害が想定され，本件の損害とはかなり性格を異にする。評価基準によれば，

固定資産税の課税標準となる家屋の価格は，木造家屋及び非木造家屋の区

分に従い，各個の家屋について評点数を付設し，評点数に評点１点当たり

の価額を乗じて価額を求めるが，各個の家屋の評点数は当該家屋の再建築
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費評点数を基礎とし，これに損耗の状況による減点を行って付設する，在

来分の非木造家屋に係る再建築費評点数は，基準年度の前年度における再

建築費評点数に再建築費評点補正率を乗じて求めることとされている（原

判決７頁２１行目から８頁１行目，１２頁１０行目から２６行目まで。弁

論の全趣旨によれば，平成３年度から平成２７年度までいずれの年度の評

価基準においても同趣旨の定めが置かれていたものと認められる。）。すな

わち，特段の事情がない限り，新築時に再建築費から価格を算出し，３年

毎の基準年度に所定の補正率を乗じて補正が行われる。このような評価の

仕方からすれば，新築時の評価の誤りは，初年度の固定資産税の過納付に

係る損害のみならず，その後の年度の固定資産税の過納付に係る損害も抽

象的には内包しているとみることができる。その意味でも，損害の性質上，

加害行為が終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生する場合

には当たらない。 

さらに，一審原告Ｄは，固定資産税等の賦課決定は各年度に行われる独

立した処分であるから，各年度に賦課決定がされることで独立した損害が

発生するのであって，初年度（平成３年度）の損害の発生をもって損害全

体の一部が発生したとみるべきではないと主張する。 

しかし，既に説示したとおり，本件では，除斥期間の起算点は損害の発

生をもって決めるべきものではない。また，上記のとおり，新築時の評価

の誤りで抽象的には初年度以外の年度の損害の発生も観念することがで

きることからすれば，初年度の損害の発生をもって損害全体の一部が発生

したと評価することができる。 

よって，一審原告Ｄの主張はいずれも採用することができない。 

イ 一審原告Ｄは，一審被告が本件家屋②の評価に誤りがなかったかのよう

に装って各年度の賦課決定を行い，一審原告Ｄはそのような誤りがあった

など知らずに固定資産税等を納付し続けてきたので，民法１６１条の趣旨
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が妥当し，少なくとも一審原告Ｄに除斥期間を適用することは著しく正義，

公平の理念に反すると主張する。 

 しかし，大阪市長が本件家屋②の評価に誤りがあることに気付きながら，

誤りがなかったかのように固定資産税等の賦課決定等をしていたとの事

実はない（一審原告Ｄもそのような主張はしていない。）。原判決が説示す

るとおり（５６頁１０行目から１８行目まで），大阪市長が本件家屋②の平

成４年度以降の評価の際に職務上尽くすべき注意義務に違反したとの事

実も認められない。一審原告Ｄにも各年度の登録価格につき不服申立ての

機会があったことを踏まえると，一審被告が各年度の賦課決定を行ってき

たことをもって天災その他避けることができない事変と同視することは

困難といわざるを得ない。 

また，上記事情からすれば，一審原告Ｄに除斥期間を適用することが著

しく正義，公平の理念に反するとまでいうことも困難である。 

 よって，一審原告Ｄの上記主張は採用することができない。 

 ３ 当審における一審被告の主張に対する判断 

(1) 争点①のうち，本件家屋①に用いられたＰＨＣ杭の補正係数について 

ア 一審被告は，「補正係数」には，各補正項目の補正率をいう補正係数と各

評点項目の最終的な補正係数をいう補正係数とがあり，評価基準は杭打地

業について評点項目に適用すべき最終的な補正係数の限度を定める趣旨

ではないと主張する。 

しかし，昭和５７年度評価基準解説によれば，杭打地業は本来的には地

盤の改良であって家屋そのものではないものの，他方で家屋を支持するも

のである以上は建物の存続と密接不可分のものであるから，一定の範囲に

限って家屋に含めるという考え方を採用し，そのため，杭打地業を家屋の

評価に反映させるが，「増点補正率は，文字どおりこの場合の最高限である

とし，これを上回る補正率は適用しないものとされている。」という記載が
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されている（甲１６）。平成３年度評価基準解説（乙６），平成９年度評価

基準解説（乙７）も，杭打地業の増点補正率は最高限であると記載してい

る。 

これらの記載を前提とすると，増点補正率は，杭打地業について評点項

目に適用すべき最終的な補正係数の限度を定めている趣旨のものと解す

べきである。 

イ 一審被告は，場所打コンクリート杭の本数換算式について，増点補正率

の範囲では処理できないものを評価するのであるから，最終的な補正係数

は増点補正率の数値を上限としなければならないものではないと主張す

る。 

弁論の全趣旨（一審被告の原審最終準備書面）によれば，平成９年度評

価基準の杭打地業に列挙されている杭を工法によって分類すると，工場等

で製造するなどしてから現場に持ち込む既製杭と，現場で製造する場所打

杭に分けることができ，そのうち前者の既製杭には木杭，鉄筋コンクリー

ト杭が，後者の場所打杭にはペデスタル杭（場所打コンクリート杭）が含

まれることが認められる。平成９年度評価基準解説は，既製杭と場所打コ

ンクリート杭がある中で，場所打コンクリート杭について，工事の場所的

な制約から口径の太いもの，杭長の長いものがあって，増点補正率の範囲

では処理できないものが往々に見受けられるとの理由を挙げた上で，本数

換算をすることができるとしている。その趣旨は，場所打コンクリート杭

に限って本数換算の方法により評価することを許容するものと認めるほ

かない。 

場所打コンクリート杭について，最終的な補正係数が増点補正率の数値

を上限としなければならないものではないとしても，そのことが，既製杭

に該当するＰＨＣ杭に直ちに当てはまるものでないことはいうまでもな

い。 
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ウ 一審被告は，ＰＨＣ杭についても本数換算式を用いるべき場合があると

して，自治省固定資産税課が開催した昭和４７年の都道府県税務担当者会

議でもこのような取扱いが容認されていたと主張する。 

しかし，自治省固定資産税課が作成した昭和５７年度評価基準解説には，

既製杭について本数換算の方法により評価することを容認する旨の記載

はなく（甲１６），平成３年度評価基準解説（乙６），平成９年度評価基準

解説（乙７）にもそのような記載はない。 

また，昭和４７年の上記会議の結果報告書（乙８）をみると，自治省固

定資産税課が本数換算の方法によって評価することを容認した杭として

「鋼管杭，アースドリル」が挙げられているが，一方で，標準杭の「Ｈ型

鋼，アースドリル，鋼管杭」は「ペデスタル」と取り扱って差し支えない

とされたとも記載されている（サンドパイル，ＰＣパイルは「鉄筋コンク

リート」と取り扱って差し支えないとされている。）。イでみたとおり，ペ

デスタル杭は場所打コンクリート杭であるから，自治省固定資産税課の回

答は，場所打コンクリート杭と取り扱えるものは本数換算も許されるとい

っているにすぎないと解される。 

したがって，自治省固定資産税課の昭和４７年の回答を基に，ＰＨＣ杭

についても本数換算が容認されるということはできない。 

なお，一審被告は，１級建築士の意見書（乙３９）を提出し，同意見書

の中には，ＰＨＣ杭についても本数換算式を用いることが許される旨の記

載がある。しかし，同意見書の内容は，昭和５７年度評価基準解説，平成

３年度評価基準解説及び平成９年度評価基準解説と整合した説明にはな

っておらず，これを採用することができない。 

よって，一審被告の上記主張は採用することができない。 

エ 一審被告は，本数換算式を適用しないと，同じコンクリート量を用いな

がら太いＰＨＣ杭で本数が少ないものと細いＰＨＣ杭で本数が多いもの
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とでは後者の評価額が高くなるという不当な結果が生ずる，本数換算式を

適用しても地盤の改良に当たる部分までをも評価したことにはならない

と主張する。 

確かに，一定の場合に工事量を家屋の評価に反映していない場合が出て

くることがあるとしても，それは，明示的な容認がない本数換算式をＰＨ

Ｃ杭にも用いてよいということには直結しない。 

そもそも，アでみたとおり，平成９年度評価基準において，杭打地業の

増点補正率は最高限を示すと定めているのは，杭打地業は家屋の建築に必

要なものである一方で地盤の改良に当たるものでもあるため，家屋の価格

への影響を一定限度にとどめるとの考え方に基づくものである。したがっ

て，そのような増点補正率の上限を超える補正の余地が生ずるような杭を

用いたときは，地盤の改良に当たるとみるべきである。 

よって，一審被告の上記主張は採用することができない。 

オ 一審被告は，昭和５７年度評価基準解説において場所打コンクリート杭

については本数換算式を用いることができる旨の記載がありながら既製

杭には同様の計算方法が許される旨の記載がないのは，ＰＨＣ杭が昭和５

７年度の評価基準に示されていないからにすぎないと主張する。 

しかし，平成９年度評価基準解説は，既製杭と場所打コンクリート杭が

ある中で，場所打コンクリート杭について，工事の場所的な制約から口径

の太いもの，杭長の長いものがあって，増点補正率の範囲では処理できな

いものが往々に見受けられるとの理由を挙げた上で，場所打コンクリート

杭に限って本数換算をすることができるとしている。これは，既製杭につ

いてはそのような本数換算は行わないという趣旨であるというべきであ

り，ＰＨＣ杭も既製杭に含まれる以上は，ＰＨＣ杭についても本数換算は

容認されていない趣旨であったというべきである。 

よって，一審被告の上記主張は採用することができない。 



17 
 

以上みたとおり，ＰＨＣ杭について本数換算式を用い，最終的な補正係

数が増点補正率の５．０を超えたことを評価基準違反でないということは

できない。 

カ 一審被告は，一審被告の担当者は本件家屋①の杭の長さから本数換算式

を適用することが適切であると判断したのであって，その取扱いに過失は

ないと主張する。 

しかし，一審被告は，平成９年度評価基準解説に，場所打コンクリート

杭に限って本数換算をすることができる旨の記載が明示されていながら，

これに反する評価を行ったのである。したがって，合理的な根拠なく評価

基準によらずに固定資産の価格を決定したものであって，職務上の法的義

務に反したものといわざるを得ない。国家賠償法上違法であるとともに，

過失が認められる。 

一審被告の上記主張は採用することができない。 

(2) 一審原告Ｂ各建物に係る根切り工事の補正係数の算出誤りの違法性につ

いて 

一審被告は，根切り土量の補正係数２．８８を２度乗ずるという計算上の

誤りを即，国家賠償法上違法と評価することは地方税法４１７条１項の趣旨

に反する，評価基準違反の中に軽微な計算誤りを含めることはできないなど

と主張する。 

しかし，地方税法４１７条１項は，市町村長が登録価格の公示後に，登録

価格等に重大な錯誤があることを発見した場合における修正についての定め

であり，これが，国家賠償法上の違法性に関係するものとは解されない。そ

もそも，登録価格の公示以前に錯誤を発見した場合には，同項の適用はない。

概要調書の送付を受けた道府県知事において，市町村における固定資産の価

格の決定が固定資産評価基準に即していないと認めたときは，修正を勧告す

ることができるところ（地方税法４１９条１項），その場合は，当該錯誤が重
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大であるか否かは問わない。登録価格に不服がある場合，納税者は，所定の

期限内に固定資産評価審査委員会に審査を申し出ることができるところ（同

法４３２条１項），この場合も錯誤が重大であるか否かは問わない。行政処分

は，違法であっても所定の期限内に不服を申し出ないと取り消すことができ

なくなることがあるが（行政事件訴訟法１４条参照），取り消すことができな

くなったからといって当該処分の違法性が当然に治癒されるものではなく，

国家賠償法上の損害賠償の対象から当然に除外されるものでもない。 

一審被告の担当者が評価基準に沿った計算をしなかった以上は，それが計

算誤りにすぎないとか，評点数の正誤差が軽微であるとの理由で違法という

評価を免れる余地はなく，過失が否定されることもない。 

よって，一審被告の上記主張は採用することができない。 

第４ 結論 

以上のとおりであるから，一審原告Ｂの請求（甲事件）は１８４万２５００

円及びその遅延損害金の限度で理由があり，一審原告Ｄの請求（乙事件）は理

由がなく，これと同旨の原判決は相当であり，一審原告らの各控訴及び一審被

告の控訴はいずれも理由がないから，これらを棄却することとし，一審原告Ｂ

の請求の減縮により原判決主文第１項が変更されているのでその旨を明らかに

し，仮執行宣言につき民事訴訟法３１０条本文を適用して，主文のとおり判決

する 

大阪高等裁判所第３民事部 

 

裁判長裁判官      江   口   と し 子 

 

 

 

裁判官      大   藪   和   男 
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裁判官      森   鍵       一 


